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令和４年度（第２０期）事業報告書 

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日） 

 

１． 事業の成果 

 今年度もコロナ禍のため法人の活動に大きな制約を受けながらも、新規に１名の方の

後見人に選任されました。法人設立以来の受任累計は４０件（終了１０件辞任１件を含

む）となり、会員数は１３１名になりました、今年度の具体的な事業成果の概要は以下

の通りです。 

  

  受任件数  

     期初実績   ２９件 

     新規受任    １件 

     終了      １件 

     期末実績   ２９件 

 

      期末実績のうち  単独後見・保佐   ２７件（市長申立て８件を含む） 

              親族との複数後見    ２件 

            後見        ２７件 

            保佐                 ２件 

   年間活動日数（延べ）        ４６４日 

   後見担当者              １６名 

 

令和４年度もコロナ禍のため法人の活動に大きな制約を受けました。特にご本人さん

との面会には難しい面がありました。法人内の定例会議、業務検討会議や事務局会議は

原則リモートで実施いたしました。 
知的障がい者の親亡き後を見据えて親族との複数後見からスタートした後見業務は、

法人発足から２０年を経て、親の高齢化と市長申立ての増加に伴い複数後見は２件のみ

となりました。設立当初は全員が知的障がい者施設に入所されている方でしたが、現在

はグループホームで生活し一般就労をされている方、特養に入所されている方、障がい

の内容も生活の場も様々な方の支援をさせていただいております。 
ご本人の高齢化に伴い入退院を繰り返す方も増えてきました。また親の死後の事務も

増え弁護士さんと相談しながらの対応も増えてきました。 
早くコロナの終息を願うばかりです。 
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２． 特定非営利活動に係る事業実施に関する事項 

成年後見人・保佐人に選任された２９件の後見・保佐業務という基本業務に加えて、以

下のような基本業務遂行を支える諸活動並びに成年後見制度普及のための諸活動にも

力を注いできました。尚、今年度もコロナ禍の中、諸活動の減少になっています。 

 

① 相談・問合せ対応（５回） 

② 後見開始申立書等裁判所への提出書類等の支援（３回） 

③ 家裁への後見・保佐開始申立に同行（０回） 

④ 各種研修会への参加（０回 ） 

⑤ 視察来訪受入（０回） 

⑥ 各種会議への出席（０回） 

⑦ 講師派遣（０回） 

⑧ 講演会の開催（０回） 

⑨ つばめ通信の発行（１回） 

⑩ 平塚市成年後見制度利用促進協議会出席（２回） 

⑪ 平塚市後見支援ネットワーク連絡会に資料提出（１回） 

⑫ かながわ法人後見連絡会に出席（２回） 

⑬ 第三者後見人研修交流会（１回） 

⑭ 内部研修（０回） 

⑮ 定例会議（１２回） 

⑯ 業務検討会議（１３回） 

⑰ 事務局会議（１２回） 

⑱ 担当者会議（１２回） 

⑲ 勉強会（０回） 

 

今年度も行政とも連携し、「平塚市成年後見制度利用促進協議会」に委員として参画し

ました。また例年参加していた「かながわ法人後見連絡会」はリモート会議への参加と

なりました。情報の交換にも努め「平塚市後見支援ネットワーク連絡会」にも参加しま

した。 

 

３． 収益事業活動に係る事業実施に関する事項 

 

当年度は該当する事業を実施しておりません。 
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令和４年度（第２０期）収支計算書 

（令和４年 4月 1日から令和５年３月３１日） 

１．特定非営利活動に関わる事業  

科      目 
金額

（円） 
備      考 

Ⅰ 収入の部           

            

 １ 会費収入           

①  正会員年会費 95,000 会費 1,000 円 前払い分含む 

②  賛助会員年会費 0  

            

 ２ 事業収入           

① 成年後見サービスに関する

事業収入          

          ア 後見報酬収入 8,452,000 ２９件分 

     イ  相談事業収入 0    

            

 ３ 補助金 0   

            

 ４ 寄付金  18,000    

 

     

            

 ５ 講師・委員謝礼 0  

            

 ６ 預金利息  140        

        

 ７ 雑収入  102,850 貸金庫戻入(被後見人負担分)及び１台

解約による返金 

       

 ８ その他の事業会計からの繰入金収入 0        

             

  当期収入合計（Ａ） 8,667,990           

  前期繰越収支差額         6,440,032           

 （＊設立初年度は「設立準備金」と記載）             

  収入合計（Ｂ） 15,108,022           
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科      目 
 金額

（円） 
備      考 

Ⅱ 支出の部           

            

 １ 事業費           

①成年後見サービスに関する事業費          

     ア 後見活動及び事務活動経費 4,306,000 顧問・後見担当・事務局の活動費 

     イ 相談事業費(弁護士費用他) 100,000        

            

 ２ 管理費           

①   事務員給与 745,680 事務局専任職員   

②   事務連絡費（主に事務者活動交通費） 205,420 事務所での定例会議の参加 

③  交通費（出張含む） 23,760 事務所での会議参加時を除く 

④  消耗品 620,851 リモート会議用他設備（461,252 円） 

⑤  通信費 
 

132,410 固定電話・ZOOM サービス、 

インターネット(ホームページ含) 

⑥  光熱費  63,979 事務所関係（電気・水道） 

⑦  研修費  13,100 雑誌購入,講師謝礼等 

⑧  保険料  193,490 損害賠償保険（事務所含む） 

⑨  貸金庫使用料 0 期初に変更のため 

⑩  事務所・駐車場使用料 957,000 (家賃・駐車場・管理費) 

⑪  印刷代 4,813  

⑫   その他（会場賃借費、慶弔費等）      42,183        

        

 ３ 予備費           

  活動基盤強化積立金繰入 5,000,000 累計 10,000,000 円  

               

  当期支出合計（Ｃ） 12,408,686           

  当期収支差額（Ａ）－（Ｃ） ▲3,740,696           

  次期繰越収支差額（Ｂ）－（Ｃ） 2,699,336           

       

        

２．収益事業活動に係る事業       

  令和４年度の収益活動は一切ありません      
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令和４年度（第２０期） 貸借対照表 

（令和５年３月３１日現在） 

１．特定非営利活動に関わる事業  単位 円 

Ⅰ 資産の部         

 １．流動資産        

       

現金  0     

       

預金  12,699,336     

          流動資産合計   12,699,336   

 2．繰延資産       

    敷金   140,000    

          繰延資産合計  140,000  

                   

資産合計    12,839,336 

Ⅱ 負債の部        

 １．流動負債   0     

          流動負債合計   0   

 ２．固定負債   0     

          固定負債合計   0 

  

0 

                   

負債合計     

Ⅲ 正味財産の部       

      前期繰越正味財産   6,580,032   

      活動基盤強化積立金   10,000,000   

当期正味財産増加（▲減少）額   ▲3,740,696   

                   

正味財産合計     12,839,336 

         

  負債及び正味財産合計     12,839,336 

          

     

２．収益事業活動に係る事業   

令和４年度も収益活動は一切ありません、従って資産、負債、正味財産各項目は０です。 
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     令和４年度（第２０期） 財産目録 

             （令和５年 3月 31 日現在）  

     

１．特定非営利活動に係る事業    

       単位 円 

Ⅰ 資産の部         

  １．流動資産        

       現金 現金手許有高 0     

       普通

預金 横浜銀行平塚支店 2,699,336     

   定期預金 横浜銀行平塚支店 10,000,000   

             流動資産合計   12,699,336   

  2．固定資産        

   コピー機  0     

   電話加入権 0     

   敷金  140,000     

   各種積立金 0     

             固定資産合計   140,000   

                      

資産合計   12,839,336 

Ⅱ 負債の部        

  １．流動負債        

          預り金 0     

          短期借入金 0     

          流動負債合計   0   

  ２．固定負債        

           長期借入金 0     

          固定負債合計   0   

                   

負債合計     0 

     

２．収益事業活動に係る事業   

令和４年度も収益活動は一切ありません、従って資産、負債、正味財産各項目は０です。 
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令和５年度（第２１期）事業計画書 

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日） 

 

１． 事業活動方針 

 成年後見人に選任されるため並びに後見業務を適切に遂行するため最大限の努力を

払い、知的障がい者の福祉の増進と基本的人権の擁護に寄与します。 

今後も当法人への受任要請の増加が見込まれます。後見業務担当者の確保と研修に努

め、また法人の継続性を維持するため後継者育成プロジェクトを推進していきます。そ

れにより被後見人の生活の質を高める身上保護に取り組んでいきます。 

   今年度も成年後見を通して社会貢献を目指す方々と連携を強め、活躍の場を提供して

いきたいと思います。 

  今年は NPO 設立２０年の記念行事とし１０月１０日（火）、平塚プレジールにて 
記念講演会を実施致します 

１．成年後見の講談（講談師、神田織音） 
２．又村あおい氏による成年後見の講演 

 

 

２．事業内容 

 （１）特定非営利活動に係る事業 

 

事業内訳 事業内容 
実施 

時期 

実施 

場所 

従業者 

の人員 
受益者の範囲 

①成年後見事業 

法人として後見人受任。 

後見業務担当者による後見

業務（身上保護・財産管理） 

通期 県内 １６名 知的障がい者 

②相談事業 
成年後見制度並びに 

後見開始申立に関する相談 
通期 県内 ２名 一般 

③講演会・研修 
講演会・勉強会の開催 

研修会への参加 
都度 全国 １６名 

一般並びに 

後見事務担当者 

④後継者育成 

プロジェクト 

ＮＰＯの受入体制の明確化 

教育プログラムの策定 
通期 県内 １０名  

⑤その他 

講師派遣、視察受入、実習受

入、会報の発行、関係団体と

の連携 

都度 全国 １０名 一般 

 

（２）収益事業 

   令和５年度は収益活動事業を行う計画はありません。 
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令和５年度（第２０期）収支予算書 

（令和５年 4月 1日から令和６年 3月 31 日） 

 

１．特定非営利活動に関わる事業 

科      目 金額（円） 備      考 

Ⅰ 収入の部           

            

 １ 会費収入           

①  正会員年会費 100,000 会費 1,000 円 × 100 名 

②  賛助会員年会費 10,000  

        

 ２ 事業収入           

  ①成年後見サービスに関する事業収入          

        ア 後見報酬収入 7,550,000 26 件を予定 

    イ  相談事業収入 0   

    

 ３ 補助金  0   

            

 ４ 寄付金  0        

            

 ５ 講師・委員謝礼 0  

            

 ６ 預金利息  150        

            

 ７ 雑収入  54,000 貸金庫戻入(被後見人負担分)他  

            

 ８ 繰入金収入          

   その他の事業会計からの繰入金収入  0        

             

  当期収入合計（Ａ） 7,714,150           

  前期繰越収支差額         2,699,336           

           

  収入合計（Ｂ）  10,413,486           
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科      目 
 金額

（円） 
備      考 

Ⅱ 支出の部           

            

 １ 事業費           

①成年後見サービスに関する事業費          

      ア 後見事務費 4,000,000 顧問・後見担当・事務局の活動費 

      イ 相談事業費   100,000  弁護士他 

            

 ２ 管理費           

①   事務員給与 1,000,000 事務局専任職員 

②  事務連絡費（主に事務者活動交通費） 240,000    

③  交通費  30,000 旅費等  

④  消耗品(備品含む） 280,000 パソコン、コピー紙、インク、 

切手・印紙等 

⑤  通信費  140,000 インターネット・電話使用料 

⑥  光熱費  63,000 事務所の水道・電気の使用料 

⑦  研修費  15,000 本代 

⑧  保険料  200,000 損害賠償保険  

⑨  貸金庫使用料 53,000 1 台分,被後見人で負担 

⑩  事務所・駐車場使用料 1,332,000 家賃他管理費・駐車場 

⑪  印刷代 10,000 総会資料等 

    ⑫  その他  461,200 20 周年記念事業、会場費他 

            

 ３ 予備費           

   活動基盤強化積立金繰入         

               

  当期支出合計（Ｃ） 7,924,200           

  当期収支差額（Ａ）－（Ｃ） ▲210,050           

  次期繰越収支差額（Ｂ）－（Ｃ） 2,489,286           

 

 

 


